
道路占用料算定のための使用料率調査について

新たに調査を行い、占用料算定に用いる使用料率を定める必要

１．背 景

◇道路占用料の使用料率を定める際に参考としていた国の庁舎等の使用又は

収益を許可する場合の土地の使用料の算定基準における率（「国の庁舎等の
使用又は収益を許可する場合の取扱いの基準について」(昭和３３年蔵管第１号)）

＜現行占用料の設定当時＞

全国一律の率

＜ 現 在 ＞
民間賃料水準を的確に反映する
ため、個々の案件毎に周辺の賃
貸取引事例等を基に算定

道路占用料の場合は、大量処理が必要であること

から、個々に使用料率を算定することは困難。
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２．調査概要

各市区町村に調査地点を設定

利回り査定方式による調査
（４．参照）

賃貸事例調査
（５．参照）

賃料査定方式による調査（３．参照）

使用料率

（固定資産税評価額ベース）

使用料率
（時価ベース）

検証

×１０／７

（１）調査の流れ

賃料査定方式による調査を行った上で、異なる使用方法や調査地点以外の場所

への適用の適否について検証する必要があることから、利回り査定方式及び賃貸
事例調査による検証を行い、広範な適用可能性の検討を行う。
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○ 市区町村（Ｈ１８．４．１現在）毎に、Ｈ１８地価公示地から調査地点を選定

占用料は占用物件の性格に応じて地目（平均地又は商業地）を設定して

いることから、市区町村毎に平均地及び商業地の地点を選定。
◇平均地：各市区町村内の住宅地、商業地、工業地等全ての地価公示地

における公示価格の順位が真ん中の地点
◇商業地：各市区町村内の商業地のみの地価公示地における公示価格の

順位が真ん中の地点

※ 政令指定市は、区毎に選定
※ 地価公示地が存在しない市町村は、都道府県地価調査地から選定
（この場合の価格については、当該調査地点の所在地域に精通した不動産鑑定士が、
Ｈ１８地価公示の調査基準日（Ｈ１８．１．１）に時点修正）

※ 調査地点としての適格性を欠くと当該地点に精通した不動産鑑定士が判断した場合
は、価格水準の中位性に留意の上、選定替えを行っている（１５０地点）。

各市区町村の調査地点の使用料率を求めるため、各種調査（３．～ ５．）を不動産鑑
定士が実施。（調査基準日： Ｈ１８．１．１）

表１ 調査対象市区町村数

これらの要件に該当するものとして

（２）調査地点の設置方法

調査地点は、各市区町村を適切に代表する地点であることが必要。そのため、当
該市区町村における地域性、利用状況、地価水準等を代表し、また、土地価格の信
頼性を担保する必要。

７６４政令指定市を除く市

１，９７６合 計

１，０４１町村

１４８政令指定市１５市における区

２３東京都特別区

表２ 調査地点数

調査対象市区町村数は表１のとおりとなるが、地価公示地及び都道府県地価調査地が存しな
い市区町村が以下のとおり存在するため、調査地点数としては、表２のとおりである。

①平均地 東京都の利島村、御蔵島村、青ヶ島村
②商業地 １８４市区町村（商業地域が広域的な範囲をもって存在していない）

政令指定市内の区

１，７９２１，９７３１，９７６

商業地調査地点数平均地調査地点数調査対象市区町村数

（３）調査方法
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平面式（屋根なし）の月極駐車場を想定

３．賃料査定方式による調査

＜土地の賃貸借の想定に際しての留意点＞

【要件１：借地借家法の適用外】
道路占用許可は、借地借家法の適用を受けない行政処分であることから、建物所有を目的と し

ない借地借家法適用外の賃貸借を想定する。

【要件２：使用方法の一般性】
各市区町村において、また、各調査地点において特殊な使用方法ではなく、一般的な使用方法
を想定する。

【要件３：全国的な比較検証の可能性】
各調査地点において個別に土地賃貸借を想定して賃料を査定し、得られた結果について、全国
的なバランスや類似市区町村との均衡に留意のうえ比較検証を行う必要があることから、全国的
に類似している使用方法を想定する。

【要件４：循環論の除外】
例えば、電力会社が民地に電柱を設置する場合やガス会社が民地にガス管を埋設する場合等、
土地の使用料には、道路占用料が参考になっている事例も見受けられることから、このような使用
方法を想定した場合は循環論に陥ることとなるため、使用料の設定が道路占用料を参考に決めて
いるようなものは、想定から除外する。

【要件５：土地価格との牽連性】
道路占用料は、道路価格と深い牽連関係に立つことから、賃料が土地価格と牽連関係に立つも
のを想定する。
例えば、民地における電柱看板広告料（全国的に大きな差がなく、土地価格との関係が希薄）
や飲料自動販売機設置料（歩合制(売上１本当たりの料金制：売上本数により逓増する)が通常で
あり、必ずしも土地価格との牽連関係に立たない）等は、適当ではない。

【要件６：上空又は地下の制約】
上空又は地下の占用については、修正率が別途考慮されていることから、このような制約のない
賃貸借を想定する。

使用料率 ＝ 賃料(※） ÷ 土地価格（時価ベース）

選定された調査地点において土地の賃貸借を想定し、当該調査地点における賃料
について、各調査地点の所在地域に精通した不動産鑑定士が査定。

・民間の地代水準相当の率を求める場合には、公租公課相当額を含んだ賃料を用いて

算定することとなる。
・一方、占用権の性質にかんがみ、例えば、公租公課相当額を控除した賃料を用いて
算定することも考えられる。

※

これらの要件に該当するものとして

30



４．利回り査定方式による調査

選定された調査地点における最有効使用を想定した更地の還元利回りについ
て、当該調査地点の所在地域に精通した不動産鑑定士が査定。

（参 考）

＜不動産の鑑定評価手法としての収益還元法について＞

収益還元法（直接還元法）は、対象不動産が将来生み出すであろうと
期待される純収益の現在価値の総和を求めることにより対象不動産の価
格を求める手法。

求める不動産の収益価格 ＝ 一期間の純収益 ／ 還元利回り

（「不動産鑑定評価基準」より）

（以下のものを基に査定）

◇ 日常の鑑定評価実務において収集・整理しているもの

◇ 投資家等市場参加者へのヒアリング結果等から把握しているもの

◇ 個別の鑑定評価案件において詳細な分析の結果適用したもの

＜還元利回りについて＞

還元利回りは、一期間の純収益から対象不動産の価格を直接求める際
に使用される率（必要諸経費等は含まれない）。
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５．賃貸事例調査

＜収集する賃貸事例について＞

収集する賃貸事例については、基本的には、前記３．の＜土地の賃貸借の想
定に際しての留意点＞に沿ったものが望ましい。
ただし、検証との位置づけであることから、【要件２：使用方法の一般性】

及び【要件３：全国的な比較検証の可能性】の要件を欠く事例であっても（す
なわち、各市区町村において一般的でない、また、全国的に広く得られない使
用方法であっても）、様々な使用方法への適用可能性に係る検証手段として用
いる。

賃料査定方式で想定した駐車場以外の賃貸事例を収集し、使用料率を算定。

使用料率 ＝ 賃料 ÷ 土地価格 （当該事例地の相続税評価額×１０／８）

個々の事例地における土地価格の調査は、各種制約があり困難であることから、

路線価として一般的である相続税路線価（H18年分）を用いている。

＜内 訳＞

◇資材置場等 １９４事例
◇駐車場（企業の従業員用等） ７９事例
◇モデルルーム用地、住宅展示場等 １２事例
◇その他（仮設工事事務所、ＡＴＭ等） １７事例

検証用賃貸事例 ３０２事例

＜公租公課相当額の算出方法について＞

調査地点における土地の固定資産税及び都市計画税については、以下のとおり査定。

公租公課相当額 ＝ 土地価格（固定資産税評価額ベースに変換）
× 当該市区町村における平均負担水準
× 当該市区町村における税率

※公租公課以外の修繕費、管理事務費等の必要諸経費については、そもそも計上されない

若しくは僅少であるため、含まれていないものとして取り扱えると考えられる
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（　％　）

公租公課相当額含みの率 公租公課相当額除きの率 公租公課相当額含みの率 公租公課相当額除きの率

平均地 3.17 2.52 4.53 3.60

商業地 2.85 2.20 4.07 3.14

（　％　）

公租公課相当額含みの率 公租公課相当額除きの率 公租公課相当額含みの率 公租公課相当額除きの率

平均地 ※ 4.63 ※ 6.61

商業地 ※ 4.99 ※ 7.13

（　％　）

公租公課相当額含みの率 公租公課相当額除きの率 公租公課相当額含みの率 公租公課相当額除きの率

4.26 3.52 6.09 5.02

時価（公示価格）ベース
（定率物件適用値）

固定資産税評価額ベース
（定額物件適用値）

賃貸事例調査

※公租公課相当額含みの率については、固定資産税（標準税率１．４％）、都市計画税（税率０．３％）を
　 考慮する必要がある。

使用料率調査結果について（速報値）

時価（公示価格）ベース
（定率物件適用値）

固定資産税評価額ベース
（定額物件適用値）

時価（公示価格）ベース
（定率物件適用値）

固定資産税評価額ベース
（定額物件適用値）

賃料査定方式

利回り査定方式
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賃料の種類について

現実の社会経済情勢の下で合理的と考えられる正常賃料

条件を満たす市場において成立する適正な賃料

新規賃料

賃料 限定賃料 隣接不動産の併合使用や経済合理性に反する

不動産の分割使用を前提とする場合の賃料

継続賃料 賃貸借等の継続に係る特定の当事者間において成立する賃料

＝ 支払賃料 ＋ 一時金の償却額及び運用益実質賃料

賃 料

支払賃料

預り金的性格を有する一時金

（保証金等）

一時金

賃料の前払い的性格を有する一時金

（権利金等）

実質賃料による利回り ＞ 支払賃料による利回り

一時金の償却額
及び運用益
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元本と利回りについて

◎ 借地権については、一般に借地権設定時の権利金が大きい

⇒賃料の前払い分が大きい

⇒前払いした賃料を各年の地代に換算すれば（実質賃料で計算すれば 、）

高い利回りが算出される。

（１）支払賃料による利回りの例

（２）実質賃料による利回りの例

更地価格
１００

支払賃料 Ａ

更地価格
１００

支払賃料 Ａ

支払賃料 Ａ

担保価値や
市場性の減退

２０

借地権
４０

底 地
４０

一時金の償却額及び運用益

実質賃料 Ｂ
支払賃料 Ａ

担保価値や
市場性の減退

２０

借地権
４０

底 地
４０

一時金の償却額及び運用益

支払賃料 Ａ

担保価値や
市場性の減退

２０

借地権
４０

底 地
４０

支払賃料 Ａ

担保価値や
市場性の減退

２０

借地権
４０

底 地
４０

一時金の償却額及び運用益

実質賃料 Ｂ
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